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 要  旨 
日本では、資源の不足や最終処分場の逼迫が問題にされてきた。特に、産業廃棄物の最終処分
場の不足は深刻であり、この問題に対応するため、廃棄物を資源として再生循環する取り組みが
行われている。2008 年に閣議決定された「第 2 次循環型社会形成推進基本計画」で、政府は、廃
棄物を再生循環させる範囲を廃棄物の特徴に合わせる「地域循環圏」を定義することを強調した。
処理設備の立地の制限などから、産業廃棄物は都道府県を越えた移動を伴うことが多い。このよ
うな広域にわたる廃棄物の再生循環については、法律で定められた事務手続きの煩雑さによって、
実施が阻害されているとの指摘がある。 
本研究は、産業廃棄物の再生循環のための広域的な処理を円滑化するために、2004 年度から設
けられた法律「産業廃棄物広域認定制度」の認定を受けている企業に対して郵送によるアンケー
ト調査を行い、産業廃棄物の広域的な処理を行うために必要な要件を明らかにすることを目的と
する。 
研究方法として、アンケート調査結果をもとに統計処理と数量化Ⅲ類、クラスター分析を用い
て企業を類型化した。そして、広域移動に必要な要件を類型別のものとすべての類型に共通して
必要なものに分けて示した。 
本研究の結論として、以下の 3 点が挙げられる。 
（1） 広域認定の認定企業は、資源有効利用促進法や業界規定によって、廃棄物の再生利用が
取り決められている企業がほとんどであった。これらの取り決めによって、廃棄物循環の
管理体制が厳格であることが、広域認定制度では企業に対して要求されていた。したがっ
て、申請を行っている企業は、広域的処理が必要な企業のうちでも、限定的になっていた。 
（2） 広域認定制度で認定された企業は、以下の 2 つの特徴から 6 つに類型化できる。 
  ①取り扱っている廃棄物の再生利用の法規制や業界による取り決めの存在の有無 
  ②企業の規模・共同申請の有無・自社処理の実施といった再生循環の体制 
（3） 各類型に共通する広域移動に必要となる要件は以下の 2 点であった。 
①再生処理の方法の確立と普及のための体制の構築 
②廃棄物の輸送手段の確保を容易にするような制度変更 
 
